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トークンエコノミー による女子中学生の言行一致の促進
−クリニックにおける小集団指導を通じて−
今井義人
社会福祉法人　白峰福祉会
　大学クリニックの小集団指導において、女子中学生の自己刺激行動と対人スキルの改善に向けて、トークンエコノミー を使っ
て言行一致を促進した。目標としたのは、自己刺激行動（場にそぐわない首振り）と対人スキル（「どうぞ」「ありがとう」と言う、
拍手する）の3つの行動であった。手続きの成分は、参加者による目標の宣言、指導者あるいは参加者による指導中のトーク
ン強化と反応コスト、参加者による目標の成否の報告、そして、それに対する指導者の強化であった。トークンの操作は指導
者から本人へと段階的に移行した。結果として3つの行動はいずれも改善した。この手続きは、目標の達成基準がトークン数
によって調整できる点、目標行動の生起を自己記録するのでリアクティビティが起こりうる点、目標達成の進行状況が視覚的
に確認しやすい点が特徴的であった。
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1.　問題の所在と目的
　中野・山下（1987）はタイムアウトによる抑制型言
行一致訓練を用いて、発達障害をもつ中学生の教
室妨害行動を減少させた。本実践では、言行一致
に対してトークンエコノミ （ートークン強化と反応コ
ストの併用）を使って、発達障害をもつ女子中学生
の自己刺激行動の減少と対人スキルの形成をねらっ
た。
2.　方法
　（1）参加者と場面：小集団指導の参加者は 4 名
の小・中学生（男性 2 名、女性 2 名）であった。い
ずれも軽度の発達障害をもち、友達関係の形成／
維持に問題を示すことを主訴として来所した。以下
では1名の参加者（Aさん）について報告する。A
さんは女子中学1年生で通常学級に在籍し、他機
関で自閉傾向のある学習障害と診断された。行動
特徴は相互作用の自発や反応を示さないことが多
い、場面に関係なく笑う／頭を左右に振るなどの自
己刺激行動が見られることであった。小集団指導
は所定の曜目の夕方に週 1回、約 1.5 時間、大学
クリニックのプレイルームで行われた。指導者 2 名、
参加者4 名、参加者役の学生 2 名が参加した。活
動内容は、はじめの会、課題、ゲーム、おやつ、
掃除、終わりの会であった。
　（2）目標の設定：目標とした行動は次の3つであっ
た。①「前を向いて座る」（小集団指導の第21回～
27回）。体を前に向けて座る、首を左右に一定のリ
ズムでふらないと定義した。②「ありがとうやどうぞ
と言う」（第28 回～33 回）。してもらったことに「あ
りがとう」などと言って感謝する、物や権利を渡すと
きに「どうぞ」などと言うと定義した。③「自分から
拍手をする」（第34回から36回）。指導者の拍手や「拍
手」の指示に合わせ3回拍手をすることと定義した。
　（3）測定方法：「前を向いて座る」は課題の時間の
はじめ20 分間を観察し、左右に首を振る行為を1
回とし頻度を数えた。「ありがとうやどうぞと言う」は
おやつの時間の反応頻度を数えた。「自分から拍手
をする」は終わりの会の反応頻度を数えた。
　（4）手続き：実験デザインは行動間マルチプルベー
スラインデザインとABAリバーサルデザインの混合
であった。手続きの成分は、参加者による目標の
宣言、指導者あるいは参加者による指導中のトーク
ン強化と反応コスト、参加者による目標の成否の報
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告とそれに対する指導者の強化であった。トークン
操作は指導者から本人へと徐々に移行した。これら
はパッケージとして行われ、参加者には「みんなの
目標」手続きと呼んで説明した。この手続は以下の
3 段階に分けて行った。
　①段階 1：第 21回に導入。はじめの会の最初
に、参加者は、部屋の前部に貼られた模造紙を見
て、自分の目標を声に出して読み上げ、達成を目指
すことを宣言した。目標逸脱があった場合、指導者
は参加者にイエローカ ドーを示し、今後の注意を促
した。同時に反応コストとして、目標の模造紙の下
部にある参加者のマーク（トークン）を1枚はがした。
マークが全てなくなると目標未達成を表した。「前
を向いて座る」は、ベ スーライン観察をもとにマーク
4つ分から減点を始めた。目標達成の成否を報告
するチェックタイムが、課題の終わりに設定された。
参加者は模造紙を見ながら、目標を達成できたか1
人ずつ報告した。目標達成であれば、参加者は「～
という日標を達成できました」と言った。指導者は
言行一致を賞賛しシールを与えた。未達成であれば、
次回達成できるよう励ました。
　②段階 2：第 24 回に導入。目標は、前方の模
造紙ではなく、個別に携帯できるカ ドーに記載する
ように変更した。個別カ ドーは A5 判大の段ボール
で、右側に縦書きで目標を記し、左側にマグネット
のチップ（トークン）を縦に貼った。目標逸脱を指摘
されると、参加者は自分でチップを1枚はがした。
　③段階 3：第 28 回に導入。反応コストによる減
点方式を、加点減点方式に変更した。目標が望ま
しい行動となり、反応コストよりもトークン強化が必
要になったからである。また、指導者に指示されな
くても参加者が気づいたら、自分でチップを与える
よう教示し、行動生起の自己記録を促した。チップ
0 枚から加減点を始め「ありがとうやどうぞと言う」
はチップ 5枚分、「自分から拍手をする」は4 枚分を
達成基準とした。指導者は虚偽の自己記録がない
よう、適宜各自のカ ドーを副指導者と確認した。目
標遂行の機会を増やすため、チェックタイムを終わ
りの会へ移動させた。
3.　結果と考察
　大学クリニックにおいて、トークンを使って言行
一致を促進する「みんなの目標」手続きは、Aさん
の自己刺激行動と対人スキルを概ね改善した。この
手続きの特徴は、目標の達成基準がトークン数に
よって調整できる点、目標行動の生起を自己記録す
るのでリアクティビティが起こりうる点、目標達成の
進行状況が視覚的に確認しやすい点であった。
　この手続きの効果の背景には、集団を活用した
指導の利点がある。参加者がお互いに自分の目標
を口頭で宣言することは、最終的に言行一致か不
一致かがあからさまになることであり、集団の強化
力を積極的に活用する仕組みとなっていたと言える。
　最後に、本実践の手続きはパッケージとして構成
されていた。どの成分が効果的であったのかは十分
図　参加者Aさんが示した 3 つの目標の反応頻度
に明らかではない。トークンエコノミー 、言行一致、
自己記録いずれがどのように作用しているのか検討
する必要があるだろう。
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